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今月のトピック「女性が消費を牽引？」 2013/11/18 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

13Q1 13Q2 13Q3 13/7 13/8 13/9 13/10

実質ＧＤＰ（前期比年率） 4.3% 3.8% 1.9%

景気動向指数（2010＝100） 104 106.5 107.8 107.7 107.6 108.2 

景気ｳｫｯﾁｬｰ調査（50以上で良化） 53.3 55.1 52.1 52.3 51.2 52.8 51.8 

鉱工業生産指数（前期比/前月比） 0.6% 1.5% 1.8% 3.4% ▲0.9% 1.5%

実質輸出（前期比/前月比） 1.5% 3.5% ▲1.1% ▲4.9% 6.4% ▲4.4%

資本財総供給（前期比/前月比） 6.3% ▲4.3% 1.8% 5.8% ▲1.1%

機械受注（前期比/前月比） ▲0.0% 6.8% 4.3% ▲0.0% 5.4% ▲2.1%

消費総合指数（前期比/前月比） 1.0% 0.4% 0.0% 0.0% 0.1% 0.8%

現金給与総額（前年比） ▲0.6% 0.2% 0.0% ▲0.1% ▲0.9% 0.1%

完全失業率 4.2% 4.0% 4.0% 3.8% 4.1% 4.0%

有効求人倍率 0.85倍 0.90倍 0.95倍 0.94倍 0.95倍 0.95倍

消費者物価指数（前年比） ▲0.6% ▲0.3% 0.0% 0.7% 0.9% 1.0%

企業物価指数（前年比） ▲0.3% 0.6% 2.3% 2.3% 2.3% 2.2% 2.5%
物   価
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○ 足元の景気は、7-9 月期の GDP が前期比年率+1.9％となり、4 四半期連続でプラスとなったが、個人

消費の落ち込みなどから、前期に比べて成長率は減速した。マインドは悪化傾向。 

○ 企業部門では、7-9 月期の生産はやや改善し、設備投資についても 2 四半期連続でプラスとなった。 

○ 輸出は中国向けを中心にアジア向けが不調で、7-9 月期では前期比でマイナスとなった。 

○ 先行きについては、米国金融政策の出口戦略や減速傾向の新興国経済などの海外要因によって日

本経済が大きく影響を受ける可能性がある点には引き続き注意が必要。 

景気動向のポイント 

主要経済指標 

実質 GDP はプラスを維持するも減速 

生産はやや改善、輸出は悪化 

消費はほぼ横ばい、失業率はやや改善 

エネルギー、公共サービス関連が上昇 

 



Marubeni Research Institute                        2013/11/18 

 

 2 

１．今月のトピック「女性が消費を牽引？」 

2012 年の第 4 四半期以降、日本はプラス成長を続けているが、足元のプラス成長を牽引して

いるのは個人消費である。(図表 1)その背景には、株高や円安を主因に、多くの企業で業績が回

復し、ボーナスを中心に実質雇用者所得が改善していることや、消費者マインドが良化したこ

となどが挙げられる。 

女性の社会進出が遅れており、それが故に女性の積極活用の重要性が声高に主張される日本

では、男性が主たる家計の担い手になっていると考えられる。実際に、2012 年度の労働力調査

によると、男性の正規雇用者は女性の倍以上となっており、逆に女性の非正規雇用者は男性の

倍以上となっている。また、2011 年分の民間給与実態統計調査によると、男性の平均給与は女

性の約 1.8 倍、平均賞与は 2 倍以上となっている。したがって、所得の増加は主に男性の収入

増加によってもたらされていると考えられる。 

 

 

 

平均給料 平均賞与 合計

428万円 76万円 504万円

233万円 35万円 268万円

男性

女性

図表 1 実質ＧＤＰ成長率 

図表 2 正規雇用・非正規雇用 男女比較 図表 3 平均給与 男女比較 

(注)就業者全体に対する割合 

(資料)総務省 

(資料)国税庁 

-12

-10

-8

-6

-4

-2

0

2

4

6

8

10

12

10
Q

1

10
Q

2

10
Q

3

10
Q

4

11
Q

1

11
Q

2

11
Q

3

11
Q

4

12
Q

1

12
Q

2

12
Q

3

12
Q

4

13
Q

1

13
Q

2

13
Q

3

その他 公的需要 純輸出

在庫増減 住宅投資 設備投資

個人消費 実質GDP

（季調済、前期比年率寄与度、％）

（資料）内閣府

2012年度 割合(注)

正規雇用者 2,300万人 36.7%

非正規雇用者 566万人 9.0%

正規雇用者 1,041万人 16.6%

非正規雇用者 1,247万人 19.9%

6,262万人 

男性

女性

(参考)就業者全体
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では、男性の所得増加は男性の消費増加につながっているのだろうか。実際の家計において、

どのようなものに支出を増加させているかを見てみたい。総務省「家計調査」で、1～9 月期に

おいて前年同期比で大幅に支出を増加させている項目をみると、外食、洋服、旅行費、映画等

入場料、腕時計、タクシー代、耐久財などで増加しており、食料などの生活必需品への支出よ

りも、娯楽品やサービス品などへの支出が増加していることがわかる。 

 

 

さらに、男女の消費区別ができる項目を抜き出して検証してみたのが図表 5 であるが、消費

が大きく伸びているのは女性向けの奢侈品であり、男性向けの項目は相対的には伸びが小さい。

家計の主な担い手は男性であるのに対して、消費を主導しているのは女性（そして自分用）で

あるという姿が浮かび上がる。マクロの傾向を語れる統計ではないが、日本の平均的な家庭に

おける力関係が想起され、興味深い結果である。 

 

図表 4 家計調査 支出増加品目 

図表 5 家計調査 支出増加品目(男女比較) 

(資料)総務省 

(資料)総務省 

品目
2013年1～9月

(前年比)
2012年1～12月

(前年比)

婦人用コート 21.7％ 0.9％

婦人用セーター 11.5％ 1.5％

婦人靴 11.9％ 3.1％

理美容用品 5.2％ 1.1％

理美容用電気器具 6.4％ -8.1％

化粧クリーム 10.1％ 8.2％

乳液 9.9％ 7.0％

ファンデーション 7.7％ -1.3％

男子用洋服 5.8％ 6.5％

背広服 5.4％ 4.6％

男子用シャツ・セーター類 5.4％ -1.1％

男子用セーター 12.5％ 8.8％

品目
2013年1～9月

(前年比)
2012年1～12月

(前年比)

洋服 6.0％ 1.3％ 

タクシー代 11.1％ -1.6％ 

外国パック旅行費 15.3％ -0.6％ 

スポーツ月謝 5.5％ -1.0％ 

映画・演劇等入場料 14.4％ 13.6％ 

腕時計 52.3％ 7.5％ 

(参考)食料 1.4％ 0.8％ 
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ともあれ、上記の項目は生活必需品ではなく、家計の所得環境が悪化すればすぐに減速して

しまうようなものだ。足もとは円安・株高が一服しており、消費者マインドもやや悪化してい

る。実際に 7-9 月期の個人消費は伸び悩んだ。来春には消費増税も控えており、個人消費の失

速が懸念される。 
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２．主要指標の動き 

（１）ＧＤＰ・景況感 

①実質ＧＤＰ 

○ 11 月 14 日に発表された 7-9 月期の実質 GDP 成長率 1 次速報値は前期比年率+1.9％となり、4

四半期連続でプラスとなったが、4-6 月期(同+3.8％)より伸び率は縮小した 

○ 円安、株高が一服したこともあり、個人消費が同+0.4％(前期同+2.3％)と伸び悩んだ一方、2012

年度補正予算による公共事業の執行に伴い公共投資が同+28.7％(前期同+20.6％)増加し、増税

前の住宅の駆込需要により住宅投資も同+11.3％(前期同+1.6％)と増加した。設備投資は同

+0.7％と 3 四半期連続で増加。在庫投資の寄与度は+1.4％(前期▲0.5％)となった。外需では、

輸出が同▲2.4％と減少し、控除項目である輸入は同+9.2％となった結果、純輸出の寄与度は

▲1.8％(前期+0.6％)と大幅なマイナス寄与となった。 

ソース 
13 年 

1-3 月 
13 年 

4-6 月 
13 年 

7-9 月 
13 年 

10-12 月 
14 年 

1-3 月 
14 年 

4-6 月 
2012 年 2013 年 2014 年 

市場ｺﾝｾﾝｻｽ（2013/11） 
+4.1 +3.8 +1.9 

+3.6 +4.6 ▲4.8 
+2.0 

+1.8 +1.7 

IMF（2013/10） ― ― ― +2.0 +1.2 

※四半期は前期比年率、暦年は前年比。共通部分は実績。市場ｺﾝｾﾝｻｽは ESP フォーキャスト調査の平均値。 

 

（単位：億円） 
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②景気動向指数（ＣＩ）  

○ 9 月の景気動向指数は、一致指数が 108.2（8 月 107.6）と、2 か月ぶりに上昇した。内訳をみ

ると、耐久消費財出荷指数、鉱工業生産財出荷指数、生産指数（鉱工業）などの項目でプラ

ス寄与となった。先行指数は 109.5（8 月 106.8）と、2 か月ぶりに上昇した。 

 

③景気ウォッチャー調査（ＤＩ） 

○ 10 月の景気ウォッチャー調査の現状判断 DI は 51.8（9 月 52.8）となった。指数を構成する家

計動向関連、企業動向関連で低下し、雇用関連では上昇した。家計動向関連 DI は、台風の影

響もあり百貨店を中心に売上が伸び悩んだことに加え、消費税引上げ前の駆込み需要の鈍化

もあって住宅関連に一服感がみられたことから低下した。企業動向関連 DI は、非製造業で受

注の増勢に鈍化がみられたことから低下。雇用関連 DI は、年末年始向けの求人が堅調なこと

から上昇した。
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（２）生産・企業活動 

①鉱工業生産指数 

○ 9 月の鉱工業生産指数は前月比+1.5％（8 月同▲0.9％）と、2 か月ぶりに上昇した。全体を押

し上げた業種は、輸送機械工業（同+3.9％）、電子部品・デバイス工業（同+4.7％）等であっ

た。先行きの生産予測調査では、10 月が前月比+4.7％の上昇、11 月が同▲1.2％の低下と予測

されている。  

 

 

 

②実質輸出 

○ 9 月の実質輸出は前月比▲4.4％（8 月同+6.4％）と、2 か月ぶりに低下した。中国向けを中心

にアジア向けが不調であった。 
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③資本財総供給（設備投資の一致指標）  

○ 9 月の資本財総供給は、前月比+1.2％（8 月▲1.1％）、資本財総供給（除く輸送機械）は同▲0.8％

（8 月同▲4.6％）となった。底堅い動きとなっているが、先行指標である機械受注が上向い

てきているため、今後は持ち直していくことが期待されている。 

 

 

④機械受注（設備投資の先行指標） 

○ 9 月の機械受注（民需＜除く船舶・電力＞）は、前月比▲2.1％（8 月+5.4％）となり、2 か月

ぶりに低下した。製造業で減少した業種をみると、石油製品・石炭製品（同▲49.5％）、造船

業（同▲33.8％）、自動車・同付属品（同▲7.6％）などで、非製造業では不動産業（同▲37.8％）、

金融業・保険業（同▲27.8％）、建設業（同▲26.7％）などの業種で減少となった。7-9 月期の

四半期ベースでは、前期比+4.3％となった。 
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（３）消費・所得 

①名目賃金（現金給与総額） 

○ 9 月の現金給与総額は前年比+0.1％（8 月同▲0.9％）と、3 か月ぶりのプラスとなった。内訳

をみると、基本給などの所定内給与は同▲0.3％（8 月同▲0.6％）、残業代などの所定外給与

が同+3.5％（8 月同+3.0％）、特別に支払われた給与（賞与等）が同+6.4％（8 月同▲9.2％）と

なった。 

 

 

②消費総合指数 

○ 9 月の消費総合指数は、前月比+0.8％（8 月 0.1％）と、3 か月連続で上昇した。やや停滞感が

強まっていたが、当月は高めの伸びとなった。 
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③完全失業率 

○ 9 月の完全失業率は 4.0％（8 月 4.1％）と前月からやや改善した。失業者は前月差▲9 万人（263

万人）、就業者数は前月差+19 万人（6,319 万人）となった。職探しをしている人の就業が進ん

でいることが失業率の改善に繋がった。また、女性の非労働力人口が 10 万人減少しており、

景気回復を背景に、労働市場に参入する動きが増している。 

 

（注）2011 年 3 月～8 月分の失業率は東日本大震災の影響により調査実施が困難であった被災 3 県（岩手県、

宮城県、福島県）を推計した補完推計値。 

 

④有効求人倍率 

○ 9 月の有効求人倍率は 0.95 倍（8 月 0.95 倍）と、前月から横ばいとなった。新規求人倍率は 9

月 1.50 倍（8 月 1.47 倍）と、3 か月ぶりに上昇した。新規求人数については、前月比+2.7％（8

月▲1.0％）となった。 
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（４）物価 

①企業物価指数 

○ 10 月の企業物価指数は、前年比+2.5％（9 月同 2.2％）と 7 か月連続でプラスとなった。内訳

をみると、電気・都市ガス・水道（同+11.8％）、石油・石炭製品（同+12.7％）、製材・木製品

（同+13.6％）等が上昇した。一方、輸送用機器（同▲0.5％）、情報通信機器（同▲4.7％）な

どが低下した。 

 

②消費者物価指数 

○ 9 月の消費者物価指数（CPI）は前年比+1.1％（8 月同+0.9％）となり、4 か月連続でプラスと

なった。先月と同様、円安を背景に電気代やガソリン代が上昇し、全体を押し上げた。また、

食料・エネルギーを除くコアコア CPI は同 0.0％（8 月同▲0.1％）となった。 
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